
平成19年度 事務事業評価表 担当 内線等

事業
コード

Ｄその他 　 　 　

①総合計画での位置付け

②事務事業の内容

③事業の概要

④成果指標

⑤事業の進捗状況 （　　 会計 ) (単位：千円）

事業費

人件費

(人数)正規 0.4 非常勤 正規 0.4 非常勤 正規 0.4 非常勤

合計

国

県

市債

その他

一般財源

教育委員会　学校教育課 1604

事務事業名 学校諸活動支援事業 １．一般事務事業（ｿﾌﾄ事業）

根拠法令等 現職研修委員会規約

基本目標 ４．豊かな心と創造性を育むまちづくり 施策名 学校教育

対象（受益者） 蒲郡市内の小中学校教職員及び小中学校児童生徒に対し

手　　段 教育課程研究事業委託・研究指定校事業補助・自然教室補助等学校諸活動支援により、

想定する成果 教職員の資質向上及び児童生徒の価値ある体験を図る。

項　　目 平成18年度実績 平成19年度実績 平成20年度計画

教育課程研究
事業補助金

1,700,000円 1,650,000円 1,300,000円

研究指定校事
業補助金

1,035,000円 960,000円 810,000円

自然教室推進
事業補助金

（7中学校）4,200,000円 4,200,000円 （7中学校） 3,500,000円 （7中学校）

① ②

成果指標名 教育課程研究事業参加数 自然教室推進事業委嘱実施率

成果指標の説明 教育課程研究事業委託校数及び参加者人数
委嘱校（児童・生徒数）÷全校（全児童・
生徒数）×100

一般

平成18年度決算（実績） 平成19年度決算（実績） 平成20年度予算（計画）

成果指標① 20校（438人） 20校（435人） 20校（438人）

成果指標②
35%(実施校)

11.05%(児童・生徒数)
35%(実施校)

11.32%(児童・生徒数)
35%(実施校)

11.33%(児童・生徒数)

事業費

9,665 18,493 18,183

3,114 3,124 3,138

12,779 21,617 21,321

財源内訳

12,779 21,617 21,321
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⑥事務事業内容の評価

19評価 16評価 19評価 16評価

3 3 3 3

2 2 2 2

3 3 2 3

3 3 3 3

11 11 10 11

2 - 2 -

13 11 12 11

※達成度等各項目は、０～３点までの４段階評価

Ａ Ａ Ｂ Ａ

※総合評価は、Ａ～Ｄまでの４段階評価

⑦前回（H16評価時）「今後改善すべき点」として記載した内容及びその実施状況

⑧今後さらに改善すべき点

⑨平成21年度予算に反映する項目

⑩今後の方向性

【各部長は、部長評価欄の採点部分だけを記載】

項　　目
課内評価 部長評価

評価の説明（問題点）

達　成　度
教職員の達成度、研修の参加度合いは高い。自然教室等の
体験的活動は有意義である。

経済効率性 研修費等は、全力で削減努力を行っている。

事務効率性
意図的・計画的な研修会が開催されている。自然教室も大
変価値のある体験を味わえている。

必　要　性
いずれも児童・生徒及び教職員にとって意義の深いものな
ので、今後も是非継続したい。

小　　計

施策への貢献度
予算が削減されているが、施策を達成するためには現状維
持または増額したい。

合　　計

総合評価

市内の教職員の資質向上のために必要である。今後も研修
内容の充実を図り、本市の教育のためにさらに推進を図っ
ていきたい。自然教室等も、生徒にとってより価値のある
ものになるように工夫を凝らしていきたい。

前回（H16評価時に）記載した「今後改善すべき点」

各研究指定校の研究推進の仕方・研究内容の一層の充実を図る。

上記改善点の実施状況

平成18・19年度に教育課程検討委員会で、研究と研修の進め方や研究発表会の持ち方等について検討を
深め、より一層の研究の充実を図った。

平成２３年度の新学習指導要領完全実施に向けて、全市体
制で学習を進め、新教育課程検討委員会を中心として４年
計画で新教育課程規準案の作成に着手する。

新学習指導要領でも、全教科領域での体験的な活動を重視
している。会議費や手土産代等を極力抑え、児童・生徒の
活動に反映するよう、努力を続ける。

現状維持

0

1

2

3
施策への貢献度

必　要　性

事務効率性経済効率性

達　成　度

※内部管理事務事業、義務的事業は必要
性を、また施策名がその他のものは施策
への貢献度を評価していません。

課内評価と部長評価の平均点
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